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1．はじめに

　2000年代に入り環境法令が整備・強化され環境浄化の
工事が増えている1）。土壌汚染対策法を背景とした土壌
汚染の浄化工事2）やダイオキシン類特別措置法に基づく
焼却施設解体工事3），また埋設廃棄物対策4）などは，人へ
の健康被害のリスクを積極的に取り除く代表的な環境浄
化対策である。これらの工事は汚染源に対する直接的な
働きかけであり，浄化の過程において多種の有害物質を
高濃度に含む濁水を発生する。一般的な建設工事におい
て発生する濁水は，その水量や水質，濃度が工事の種類
や工法，地質，水文などによって相当に異なる。濁水処
理の設計では，これらの濁水の性状を与条件として目標
処理水質を確保できる処理方法を検討し，処理によって
発生する二次廃棄物の処分までを含めた経済的なシステ
ムを構築する5）。環境浄化対策における水処理の設計で
は，有害物質をさらに厳しい環境基準まで処理すること
が求められる。実際の施工段階では，目標処理水質を達
成するための費用やエネルギーが，当初の設計段階より
も多大になることがある。これは処理に投入される費用
やエネルギーは処理対象物質の種類や濃度によって一義
的に決められるものではなく，共存物質の性状や濃度に
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よって有害物質の除去特性が大きく左右されるためだと
考えられる。しかし，設計段階においてこれら共存物質
の性状や濃度を事前にすべて把握し，設計に反映するこ
とは難しい。
　焼却施設解体工事を例にとると，解体前に実施される
焼却設備の洗浄過程（除染工程）において，各設備に付
着している灰に起因するダイオキシン類（以下，DXNs
と表記）や重金属類などの有害物質を含む除染排水が発
生する。これらの有害物質は SS に吸着されたり，コロ
イド粒子や溶存態として水中に存在しており，おもに凝
集沈殿による処理が適用されている6，7）。しかし，凝集沈
殿のみで基準値以下へ有害物質を除去することは困難な
ことが多く，実際には膜分離による固液分離操作や促進
酸化法などの分解処理技術，活性炭による吸着処理など
の高度処理が併用されている。焼却灰に由来する水中
DXNsの除去特性の知見としては，田路ら8）や野馬ら9）が
最終処分場の浸出水処理施設においてDXNsの除去特性
を調査し，凝集沈殿処理によって高い除去効果が得られ
ることを示している。また堤ら10）は，焼却炉スクラバ排
水を対象とした凝集沈殿処理において，凝集剤の添加量
を最適化して粒径画分が 0.1 µm 未満の浮遊性物質を除
去することにより，DXNs を排水基準値以下まで除去で
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きることを示唆している。膜処理については，焼却施設
解体工事排水に含まれるDXNsの除去効果が田中ら11）に
よって示されており，実工事の適用事例も紹介されてい
る12）。促進酸化処理については，溶存するDXNs や難分
解性有機化合物を分解する処理技術として，浸出水処理
施設でも適用されている13）。
　焼却施設解体工事で発生する除染排水の水質や濃度は，
未燃分の有機物，機器に付着する鉄分や油，灰分や土砂
などの粒子状物質などが混入するため，各サイトや除染
工程によって変動すると考えられる。したがって処理対
象物質の除去特性は様々な共存物質との相互作用を踏ま
えた上で検討される必要がある。しかし，このような条
件下において統一された標準設計例は示されていない。
そのため処理能力の安全率や事業コストの最適化を判断
する実務における計画段階では，過去の事例に頼らざる
を得ない。したがって，さまざまな適用事例を蓄積し公
表していくことは重要である。
　本論文では，焼却施設解体工事が行われた某サイトに
適用された凝集沈殿処理，膜ろ過処理，促進酸化処理か
らなる水処理システムについて，有害物質の除去特性を
検討した事例を報告する。検討においては，2系統の凝
集操作による処理実験をおこない，凝集操作が他の処理
プロセス（膜処理，促進酸化処理）の除去特性に与える
影響について考察した。処理対象となる原水は除染工程
に影響を受けることから，焼却設備に残留している灰の
DXNs 濃度の調査と，除染工程での原水水質の調査も実
施した。また，いくつかの解体工事現場において，除染
排水中の有害物質（DXNs）濃度を調査した結果と，環
境浄化対策工事に適用される水処理のコストを調査した
結果についても報告する。

2．調査方法

2．1 除染排水の有害物質濃度の実態調査
　解体工事がおこなわれている焼却施設において発生し
た除染排水を採取し，工業用水・工業排水中のダイオキ
シン類の測定方法（JIS K 0312）に基づき，DXNs 濃度
を測定した。4 施設（Y, K, O, H と表記）を調査対象に
選定し，各施設の電気集塵機の除染期間内に発生する排
水を採取した。そのうちH施設については，焼却炉や煙
突などの 5設備の除染排水も採取した。また，これらの
測定結果と環境省が平成11年に実施した最終処分場の実
態調査14）で示されている浸出水のDXNs濃度（47 事例）
の最大値とを比較した。
2．2 汚染サイトに適用される水処理費用の実態調査
　平成 15 年から平成 24 年にかけて環境浄化対策（焼却
施設解体工事，土壌汚染対策工事など）に水処理設備を
適用，または適用を検討した事例について水処理費用を
調査した。処理費用は，汚染サイトにおける処理対象物
質，処理能力，運転期間，処理目標値の条件を設定し，
水処理業者が算出する価格の中から設置工事費，機器損
料，運転管理費，薬剤費を抽出し，これらを合計したも
のとした。処理対象物質の初期濃度は各汚染サイトによ
って異なるものの，処理目標値は排水基準で統一されて
いる。得られた結果は，処理対象物質ごとにSS（10件），
DXNs（5件），VOCおよび油（11件），重金属類（4件）
の 4グループに分類した。

2．3 焼却施設解体工事への水処理システムの適用事例
　適用サイトは 2.1で示したY施設である。まず 2.3.1お
よび 2.3.2で工事の概要を示し，2.3.3に調査内容を示す。
2．3．1 除染排水の発生過程
　本適用事例における除染排水は，高圧水による洗浄で
発生したものである。Fig. 1（b）に，排水処理設備の運
転時時間における除染工程を示す。除染工程で発生した
排水は，地下浸透防止のために既設建屋内に打設された
底版コンクリートをつたい，旧排水処理室内にある集水
ピットに一旦貯留される（Fig. 1（a））。ここで，砂礫分
が沈降した上層水を水中ポンプで回収した水が，処理対
象とした原水である。
2．3．2 適用された処理システムの概要
　今回適用した処理システムは，「（1）凝集沈殿処理→
（2）膜ろ過処理→（3）促進酸化処理」で構成されてい
る。処理水を除染水として循環再利用すること，コンパ
クトな設備であること，また最終的に産業廃棄物として
排出される二次汚染物を低減することを条件に構築され
た。設備の仕様をTable 1，処理フロー図をFig. 2に示す。
　（1）　凝集沈殿処理
　鉛，カドミウム，砒素，水銀，セレンといった重金属
類，およびDXNs を対象として処理を実施した。まず，
エマルジョン化した機械油と低濁度による凝集不良を防
ぐために，活性白土（フロナイト）を添加した。つぎに，

Fig. 1　  （a）焼却施設の配置図および除染排水の回収経路，
（b）除染工程表；横軸はFig. 5と同じ運転時間を示す。
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重金属類の捕集を目的として，pH 7～10において重金属
類を選択吸着する液体キレート樹脂（UML8100A，ユニ
チカ）を添加した。これらの濁質成分に，無機凝集剤（第
二塩化鉄，ポリ塩化アルミニウム）および高分子凝集剤
（A103，多木化学）を添加してフロックを形成させ，沈
降分離槽で沈殿により濃縮させて有害物質を除去した。
液体キレートおよび無機凝集剤の反応時間はそれぞれ10
分以上確保した。高分子凝集剤は，沈降分離槽へ送水す
る前にラインミキサーで添加して反応させた。沈降分離
槽の設計上の分離限界粒子径は 50 µmであった。
　（2）　膜ろ過処理
　沈降分離の上澄水に含まれるフロックを，50 µmのフ
ィルターで粗分離したのちに，5 µm，0.5 µm の孔径を
有する精密ろ過膜（MF膜）で分離した。各モジュール
は，使い捨てできる円筒状のカートリッジフィルター（膜
エレメント）を円筒型の鋼製容器に複数基設置して構成
されている。全量ろ過方式により一定流量でろ過するた
め，モジュール内の圧力が 0.3 MPaを越えた時点でカー
トリッジを随時交換した。
　（3）　促進酸化処理
　膜（0.5 µm）を透過する溶存態のDXNsの分解を目的
として，促進酸化処理をおこなった。適用した処理方式
（H2O2/O3/UV 処理）は，O3/H2O2 法との比較において，
高塩素有機化合物ほど分解率が高いことが報告されてい
る13）。しかしH2O2/O3/UV処理は，経済的な設計条件の
確立が困難などの理由により，実証データが少ない。本
システムでは，Table 1の運転条件で固定し処理をおこ
なった。
2．3．3 残留する灰のDXNs 濃度および運転期間中の

水質調査
　除染実施前に，対象となる設備内に残留している灰を
採取し，特別管理一般廃棄物及び特別管理産業廃棄物に
かかる基準の検定方法（平成 4年 7 月厚生省告示第 192
号）に基づき，DXNs 濃度を測定した。除染中は，原水
（除染排水）および処理水のSS濃度，水温，pH，電気伝

導率を測定した。SS濃度測定用の原水は，原水貯留槽か
ら調整槽への流入口で採水し（Fig. 2のA），同処理水
は，促進酸化処理設備から処理水槽への流入口（Fig. 2
のD）で採水した。採水した水の SS はガラス繊維ろ紙
（GS25，ADVANTEC）で吸引ろ過した後，105 ℃の乾
燥炉中で 2時間乾燥させ，放冷後に質量を測定すること
で得た。水温，pH，電気伝導率は，採水した水をポリ容
器内に貯留し，測定器（W22XD, HORIBA）を浸漬させ
て測定した。電気伝導率は温度係数を2％ ℃-1として25 ℃
における換算値とした。処理水量は凝集反応槽と沈降分
離槽の間に設置した電磁流量計で計測し，循環水量は処
理水量と処理水槽における 1日ごとの水位変動から算出
した。脱水ケーキの発生質量は，脱水処理設備からケー
キが排出されるごとに記録した。
2．4 有害物質の除去特性の検討

　有害物質の除去特性を調べるために，凝集操作時の薬
剤の種類と添加量を変化させ（Run1，Run2），各プロセ
ス後の処理水（Fig. 2のA～D）を採取して有害物質の
濃度を測定した。実験ケースをTable 2に示す。事前の
ビーカーテストでフロックの形成状況を目視で確認し，
いずれも良好であることを確認している。実験は，Fig. 
1（b）の 180～210 h（電気集塵機の除染期間）に実施し
た。採水位置は，原水（Fig. 2のA），凝集沈殿処理後の
上澄水（Fig. 2の B），膜処理水（Fig. 2の C），促進酸
化処理水（Fig. 2のD）の 4箇所である。膜処理水につ
いては，機器の都合上 0.5 µm フィルターによる膜処理
と促進酸化処理の間に採水位置を設定できなかったため，
5 µmのフィルター（D-PPPB，3M）透過後の水を膜処
理水とした（以下，膜ろ過（5 µm）処理水と表記）。採
水前には，原水および処理水の水質（濁度，水温，pH，
電気伝導率）が安定していることを確認した。測定項目
は，DXNs，カドミウム，鉛，砒素，水銀，SSおよびpH
である。Run1 において，分析値が定量下限値未満とな
った重金属類については，以降の採水位置での分析を実
施していない。また Run2 においては，凝集操作の改善

Fig. 2　処理システムのフローと採水位置

処理能力 2 m3 h-1

設備内容積※ 12.5 m3

平均滞留時間 6.25 h

促進酸化処理設備の運転条件 H2O2/O3/UV併用型，H2O2 注入量：10 mg L-1，O3 注入
率：55 mg L-1，UV出力：500 W，反応時間：30 min

※運転に要する最低限の水量

Table 1　適用された処理システムの仕様
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による膜処理と促進酸化処理への影響を確認する目的で，
採水位置CおよびDにおけるサンプルについて測定を実
施した。DXNs の分析は，工業用水・工業排水中のダイ
オキシン類の測定方法（JIS K 0312）に基づき測定した。
その他の項目は，工場排水試験方法（JIS K 0102）に基
づき測定した。

3．結果および考察

3．1 除染排水の有害物質濃度の調査結果
　最終処分場の浸出水中のDXNsと除染排水に含まれる
DXNsの濃度の比較を Fig. 3に示す。除染排水のDXNs
の毒性等量（TEQ）は，WHO 1998 TEF15）で示される
毒性等価係数（TEF）で算出された値である。一方浸出
水のDXNsの毒性等量（TEQ）は，ダイオキシン類対策
特別措置法が制定される以前の調査であり，ポリ塩化ジ
ベンゾ-パラ-ジオキシン（PCDDs）とポリ塩化ジベンゾ
フラン（PCDFs）の毒性等量が示され，コプラナーPCB
が含まれていない。したがって比較には留意が必要であ
るが，最終処分場浸出水に比べて除染排水のDXNs濃度
は高い。
　一般的に水中のDXNsは，懸濁物質に吸着された粒子
状の懸濁態と，水中に溶存する溶存態で存在しており，
水に対する溶解度が低いためその多くが懸濁態で存在す
ると考えられている。したがって浸出水中の PCDDs＋
PCDFsのうち径の大きい粒子に吸着しているものは，最
終処分場の埋立層内を浸透する際に間隙で捕捉されると
考えられる。その結果，浸出水中のPCDDs＋PCDFsは，
間隙を通り抜けた微粒子に吸着しているものや溶存態と
して浸出してきたと考えられる。一方の除染排水では，

機器洗浄の過程で灰の残留物がそのまま水中へ強制的に
混入されたため，浸出水よりも高い毒性を示したと考え
られる。
3．2 汚染サイトに適用される水処理費用の調査結果
　SS, DXNs, VOCおよび油，重金属類の処理費用をFig. 
4に示す。横軸には設備の処理能力（m3 h-1）と総稼働時
間（h）の積である総処理水量（m3）を示す。縦軸には，
濁水処理（SS除去）において，総処理水量 10,000 m3 に
かかる費用を「1」としたときの相対費用を示す。費用に
は電気代や汚泥等の処理費用は含まれていない。電気代
については排水処理システムに係わる部分の費用を抽出
することが困難であること，また汚泥については，地理
的条件や施工方法によって大きく変動することから今後
の課題とした。Fig. 4によれば，技術の進歩や知見の蓄
積を受けて年々低コスト化が図られている点や条件の設
定によって算出される費用が変動する点はあるものの，
通常の濁水（SS）処理に比べ，DXNs対策や重金属類対
策，VOCおよび油対策にかかる水処理コストは，同一の
総処理水量において3～5倍程度高くなる傾向がある。ま
たDXNs対策において，環境基準値（1 pg-TEQ L-1）以
下までの処理コストは，10 pg-TEQ L-1 以下までの処理
に比べて 2～3倍に増加していることがわかる。
　汚染源に対する直接的な対策では，有害物質を人為的
に取り出す作業が処理対象原水の性状に影響する。焼却
施設の解体工事においては，除染作業に起因する除染排
水の水質変動を考慮した上で処理システムが構築される
必要がある。処理システムの能力は当然安全側に設定さ
れるが，一般的な処理コストと比較して明らかに高くな
る場合には，事業全体での最適なコストを見出す必要が
あると考えられる。
3．3 残留する灰のDXNs 濃度および水質調査結果
　除染対象設備に残留する灰中の DXNs の毒性等量を
Table 3に示す。焼却炉および灰出コンベアではそれぞ
れ 2300 pg-TEQ g-1，1700 pg-TEQ g-1，電気集塵機で
は 46000 pg-TEQ g-1 の値を示した。焼却炉に投入され
た廃棄物のうち，燃焼により残った灰分および不燃物は

使用薬剤 Run1 Run2
活性白土 2000 mg L-1 2000 mg L-1

重金属捕集剤 60 mg L-1 180 mg L-1

塩化第二鉄 280 mg L-1 120 mg L-1

ポリ塩化アルミニウム 0 mg L-1 180 mg L-1

高分子凝集剤 3 mg L-1 3 mg L-1

Table 2　実験における凝集沈殿処理の薬剤添加条件

Fig. 3　除染排水のDXNs 濃度の調査結果
除染排水のDXNs濃度は 4現場 9設備の調査結果である。比較のために，
上段には文献値14）から引用した最終処分場浸出水のDXNs 濃度の最大値
を示す。

Fig. 4　水処理にかかる費用の調査結果
横軸の総処理水量（m3）は，処理能力（m3 h-1）と総稼働時間（h）の積
である。縦軸は，SS除去のうち総処理水量 10,000 m3 に要する費用を基
準とした相対値を示す。
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灰出コンベアから排出され（焼却灰），燃焼時に飛散する
一部の灰分や重金属類は排ガスとして電気集塵機で捕集
される（飛灰）。したがって焼却炉や灰出コンベアに付着
しているものは焼却灰であり，電気集塵機や誘引送風機，
煙突に付着しているものは飛灰であると考えられる。除
染工程では，事前に設定された除染スピード（例えば 35 
m2 h-1 など7））で高圧洗浄機（吐出量 20 L min-1）による
設備の洗浄がおこなわれる。したがって，除染排水中の
有害物質の濃度は除染する設備に付着している灰中の有
害物質の濃度に依存すると考えられる。Fig. 1（b）の除
染工程によれば，電気集塵機を除染している170～230 h
において，高いDXNs濃度の除染排水が発生すると予想
される。
　Fig. 5には，原水および処理水のSS, pH，電気伝導率，
温度を運転時間（0～258 h）に対してプロットしている。
原水の SS 濃度は，初期の 100 h までは 10～100 mg L-1

であったが，100 hを超えたあたりから100～1000 mg L-1

へ上昇した。運転の初期における除染対象設備は主に焼
却炉であり，150 h 以降の主な除染対象設備は電気集塵
機である。飛灰の粒径は焼却灰と比較して小さく（焼却
灰の平均粒径：3 mm，飛灰の平均粒径：15～70 µm16）），
150 h 以降の除染排水では，回収時に懸濁物質が沈降せ
ず高い SS 濃度を示したと考えられる。一方の運転初期
には，粒径の大きい焼却灰が集水ピットや原水調整槽で
沈降し，SS 濃度の上昇が抑えられたと考えられる。pH
は運転期間を通じて 7程度で，原水・処理水ともに一定
であった。運転直後の電気伝導率は，原水・処理水とも
に0.1 S m-1未満の低い値を示していたが，運転期間中に
は最大で 0.91 S m-1 まで上昇した。当該システムで除去
されない金属類や塩類などが，運転時間とともに蓄積し
ていったと考えられる。処理水の循環利用が長期間とな
る場合，凝集沈殿処理における凝集阻害や促進酸化処理
の妨害物質の析出，高圧洗浄機の閉塞といった施工上の
阻害要因の発生に対する配慮が必要と考えられる。
　運転一日ごとの除染水量と処理水量，およびそれらの
累積値をFig. 6（a）に示す。図より，除染には開始直後
からほぼ一定の水量を使用しているが，処理水量はそれ
よりも少ないことがわかる。Fig. 6（b）には，運転一日
ごとの脱水ケーキ発生量を示す。18 日（150 h）以降に
フィルタープレスへの打ち込みが可能となり，脱水ケー
キが発生し始めた。SSの濃度増加に連動し，運転後期に
排水処理設備への負荷が増大したことがわかる。そのほ
かにも，沈降分離槽で一定量のスラッジの堆積が必要で
あることや，焼却炉や煙突（耐火レンガ）の除染排水が
各設備や既設建屋内に滞留したことで排水の回収が遅れ
たことが考えられる。このように，除染工程と除染排水
の回収に時間差を生じることは安定した運転管理をおこ

対象設備 DXNs 濃度
①焼却炉 2300 pg-TEQ g-1

②灰出コンベア 1700 pg-TEQ g-1

③煙突 31000 pg-TEQ g-1

④電気集塵機 46000 pg-TEQ g-1

⑤誘引送風機 11000 pg-TEQ g-1

Table 3　設備内に残存する灰中のDXNs 濃度（最大値）

Fig. 5　  除染排水処理設備に流入する原水および処理水の
（a）SS，（b）pH，（c）電気伝導度，（d）水温の経時
変化。横軸の運転時間は Fig. 1と対応している。

Fig. 6　  （a）一日あたりの除染水量および処理水量，（b）一
日あたりの脱水ケーキ発生量。運転日数31日は Fig. 
5における運転時間 258 h と同一期間である。
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なう上で望ましくない。除染排水の回収については，除
染工程と時間差が生じないような，例えば除染箇所から
除染排水を原水貯留槽へ直接送り出すといった工夫が必
要であると考えられる。
3．4 有害物質の除去特性

　Run1 ついて，各位置（A～D）で採水したサンプルの
重金属類の濃度をTable 4に示す。鉛を除くカドミウム，
砒素，水銀は，凝集沈殿処理のみにより定量下限値を下
回った。鉛については，凝集沈殿処理＋膜ろ過（5 µm）
処理により定量下限値未満まで除去された。
　Run1 および Run2 について，各位置（Fig. 2 の A～
D）で採水したサンプルのDXNs 濃度の測定結果を Fig. 
7（a）に示す。また，原水中のDXNs濃度から各採水位
置でのDXNs濃度を差し引いた値を原水中のDXNs濃度
で除して算出した除去率の結果をFig. 7（b）に示す。な
お Run2 は，Run1 と同じ電気集塵機の除染期間中（180
～210 h）に実験しており，Run1 と同濃度の原水として
算出した。Run1 におけるDXNs の除去率を見ると，凝
集沈殿処理により原水の 95.6％，凝集沈殿処理＋膜ろ過
処理（5 µm）により原水の99.1％，凝集沈殿処理＋膜ろ
過処理＋促進酸化処理により原水の99.5％のDXNsが除
去されている。採水位置 D における DXNs 濃度は 18 
pg-TEQ L-1 であり，10 pg-TEQ L-1 までに低下させる
には原水の 99.7％の DXNs が除去されなければならず，
さらに4.1％（95.6％→99.7％）のDXNsの除去が必要で
ある。一方 Run2 では，塩化第二鉄の使用量を減らし，
ポリ塩化アルミニウムを添加した（Table 2）。これは塩
化第二鉄で形成されるフロックの沈降性よりも，アルミ
ニウムの加水分解時に微粒子をフロックへ取り込む効果
を期待したものである17）。その結果，採水位置 Dでは，
原水中の DXNs の 99.99％が除去され，濃度は 0.059 
pg-TEQ L-1 まで低下した。
　採水位置CからDの間の除去率の変化を見ると（Fig. 
7（b）拡大図），Run1 よりも Run2 の除去率が向上して
いることがわかる。Run1 の SS 濃度は（Table 4），6.0 
mg L-1（採水位置 C）から 3.9 mg L-1（採水位置 D）へ
低下したのに対し，別途測定したRun2のSS濃度は，4.7 
mg L-1（C）から 0.2 mg L-1（D）へと大きく低下した。
促進酸化処理で生成されるヒドロキシラジカル［・OH］
は，DXNsとの反応速度が大きく18）選択性がないことを
考慮すれば，Run2における除去率の向上は，膜処理（0.5 
µm）によりSSに吸着していたDXNsがより多く除去さ
れる効果と，妨害物質が除去されて促進酸化処理の分解
能が向上する効果が同時に得られたと考えられる。
　Fig. 8は，Run2 の採水位置 Cにおける懸濁物質の粒

度分布をレーザ回折式粒子径分布測定装置（SALD-
2100，SHIMADZU）で測定した結果であり，粒径は 0.3
～4 µm に分布している。堤ら10）は，焼却炉スクラバ排
水を対象として凝集沈殿処理をおこない，処理水のDXNs
濃度を 0.1 µm 未満，0.1～1 µm，1 µm 以上の 3つの粒
径画分で測定した。その結果，凝集操作により0.1 µm未
満に存在するDXNsが 0.1～1 µmまたは 1 µmの画分に
取り込まれることを示している。以上のことから，Run2
における除去性能の向上は，0.3 µm未満の微粒子に吸着
していたDXNs が凝集過程で 0.3 µm 以上のフロックに
取り込まれ，膜処理（0.5 µm）によって懸濁態のDXNs
が除去された，と推定できる。後段では，妨害物質が取
り除かれた効果も相乗し，促進酸化処理による分解能が
向上し，0.5 µm 未満の懸濁態および溶存態の DXNs が
環境基準以下まで分解された。
　今回の結果は，凝集操作を適切におこなうことにより，
膜ろ過処理と促進酸化処理の組み合わせでDXNsの高い
除去効果が得られることを示すものである。
　設計段階において合理的な処理システムを構築するに
は，排水の発生過程と原水の性状，処理システム全体で
の除去特性を踏まえた検討が必要である。例えば山田19）

らは，最終処分場の浸出水中に含まれる様々な微量有機
成分の存在を明らかにしている。大迫ら20）は，高 pH下

対象物質
採水位置

A B C D
Cd （mg L-1） 0.041 <0.005 － －
Pb （mg L-1） 0.75 0.02 <0.01 －
As （mg L-1） 0.021 <0.005 － －
Hg （mg L-1） 0.0021 <0.0005 － －
SS （mg L-1） 978 18.5 6 3.9
濁度 （ NTU ） 850 20 16 16

Table 4　各採水位置における水中の有害物質濃度（Run1）

Fig. 7　  （a）各採水位置における水中のDXNs濃度の低下傾向，
（b）原水（採水位置A）に対するDXNsの除去率。

Fig. 8　  採水位置 Cの水中に含まれる懸濁物質の粒子径分布
（Run2）
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で溶解しやすい溶存性フミン物質の存在下で，PCDDsと
PCDFsの高塩素化物の溶解度が急激に増加することを指
摘している。このような共存物質の存在下で適切な処理
システムを構築するには，除去対象物質と共存物質の相
互作用を踏まえた上で除去特性が検討される必要がある。
同じ焼却灰由来である除染排水の処理についても，共存
物質が除去対象物質に与える影響を考慮した上で，処理
システムが構築されることが望ましい。しかし，各施設
や各設備で除染排水の性状が大きく異なり，除去対象物
質と共存物質の相互作用を逐一紐解くことは多大な時間
を要する。そのため，実務においては様々な処理事例に
基づいて合理的な処理システムを検討していく必要があ
ると考えられる。
　他の環境浄化対策に目を向けると，難分解性溶存有機
物や新たに排水基準に加えられた 1,4-ジオキサンといっ
た物質への対応が求められており，それらの除去プロセ
スとして促進酸化処理の適用が期待されている。物質の
動態や機能の解明が求められると同時に，実施工で適用
できる分解技術が求められており，促進酸化処理の処理
性能はもちろんのこと，他の有害物質や共存物質との相
互作用を踏まえた上での除去性能，他の処理プロセスと
の相互関係を踏まえたシステム全体の除去特性など，実
践データの蓄積が今後益々重要になってくると思われる。

4．まとめ

　有害物質として重金属類やダイオキシン類（DXNs）を
含む高濃度の汚染排水が排出される焼却施設解体工事に
おいて，凝集沈殿処理，膜ろ過処理，促進酸化処理の工
程で構成される排水処理システムが適用された事例につ
いて，有害物質の除去特性の検討をおこない，以下の結
果が得られた。
1）　  除染排水には，重金属類（鉛，水銀，砒素，カドミ

ウム）が高濃度に含まれており，当該処理システム
では凝集沈殿処理と膜ろ過（5 µm）処理により，す
べて定量下限値未満まで除去可能であった。

2）　  除染排水にはDXNsが高濃度に含まれており，当該
処理システムでは凝集沈殿処理により 95.6％，凝集
沈殿処理＋膜ろ過（5 µm）処理により99.1％，凝集
沈殿処理＋膜ろ過（0.5 µm）処理＋促進酸化処理で
99.5％まで除去可能であった（Run1）。

3）　  凝集操作を適切におこなうことで，膜ろ過（0.5 µm）処理
＋促進酸化処理によるDXNsの除去率が向上し99.99％
（環境基準値以下）まで除去可能であった（Run2）。

（原稿受付　2016 年 6 月 24 日）
（原稿受理　2017 年 1 月 16 日）
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［論　文　要　旨］
　汚染源を対象とする浄化対策へ水処理システムを適用する場合，水質変動への安全率や事業コストを考慮
した合理的なシステムが求められる。合理的なシステムを構築するためには，様々な実践データの蓄積が重
要である。本論文では，焼却施設解体工事の除染工程から発生する排水に対し，現場において凝集沈殿処理，
膜ろ過処理，促進酸化処理からなる水処理システムが適用された事例について報告する。当該処理システム
において，重金属類は凝集沈殿処理および膜ろ過処理によって環境基準以下まで除去可能であった。ダイオ
キシン類については，微粒子の凝集操作を適切におこなうことにより，膜ろ過および促進酸化処理による除
去性能が向上する傾向が見られ，環境基準以下まで除去可能であった。合理的な水処理システムを適用する
ためには，排水の発生過程と性状，処理システム全体での除去特性を考慮して検討する必要があることを示
した。
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